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1.投資家から見た日本企業の評価
最近，日本の企業は国際競争力が無くなったとか，魅力が無くなったと雷われている。
こうした根拠を具体的に検討してみると，第 1に，売上高ランキングでの日本企業の数が大
きく減少している。 StewartBlack教授(Swiss IMD university)は， r日本経済新聞 (2013
年8月19日)Jにおいて，アメリカの経済雑誌『フォーチユン』で売上高上位500杜で， 1995 
年には141杜あったものが， 2012年には62杜に激減していると述べている。ランクが下がっ
たのが，中国企業の台頭ということであれば，必ずしくも大きな問題ではないが，米国，英国
など欧米の企業はランクを下げていないのに， 日本の企業だけがランクを下げている，それが
深刻な問題であると指摘している。
またこれと関連して，日本の企業は新興企業々ベンチャービジネスのような活力が不足して
いるし，さらにブランド戦略の欠知も指摘できる。従来から製品の良し悪し，技術力の向上ばか
りに目を向けてブランドや販売力に意を注がなかったのではないかと言われている。つまり顧客
優先で考えていない.顧客指向ではなく生産者指向でこれまでやってきたということである。
第2は， ROEでの国別比較での低さが指摘できる。図表lを見ると， 日本はROEが5.7%
であるが，アメリカ，イギリス，中聞は10%以上で、あるし世界の平均的な指標も 10.6%となっ
ている。筆者は，これは生産合理化の遅れということだと考えているが，この点については次
章で掘り下げて検討してみよう。
第3は，日本の株価の長期的低迷である。図表2は，1989年を100としたアメリカのドルベー
スの株価の動きであるが， 日本だけが100以下で，アメリカ，イギリス，フランス， ドイツの
l 本側は明治大学経営学i郊の協定校であるフランス・パリのIPAG Busines Scholで行った講義の概要を示
したものである。
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各国は乱高下しながらも右肩上がりである。投資家には全く魅力がないのである。
図表 ROEの国際比較
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図表2 長期株価推移の国際比較(ドルベース， 1989年を 100とした指数)
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第4は.コーポレー トガパナンスの改革の遅れである。日本の企業は外国人や女性の登用が
皆無であり. 海外の投資家からその閉鎖性が指摘されている。今後どれほど外国人や女性の任
用が進むか注目される。
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2. 日本企業の経営改革の遅れ
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図表3 アップル社と鴻海の委託システム
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図表4から明らかなように.アップル社はこうした生産委託によって生産コストを低減させ
て， ROEでなんと 30%台という高水準の利益率を実現しているのである。
図表4 アップルは鴻海と提携することで成功
APPlE Incの収益，株主利益関連のデ-:51
(単位:百万ドル)
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また GMの中国本社も，同じ手法で中国に生産・販売委託を行い，さらに進んで、R&Dさえ
も委託してコストを削減していると伝えられており.アメリカの企業では EMSや ODMが広
く活用されていると見ることができる。いわゆるフアプレス(工場を持たない)会社が増えて
いるのである。
なぜ日本の大企業は，アンバンドリングができないのであろうか。それは.企業間関係が縦
の関係.垂直的関係になっているからである。図表5は. トヨタ自動車グループの企業間関係
をイメージしたものであるが， トヨタ自動車の本体は頂点において組立事業を行っており，そ
の部品の生産は傘下の l次下請け， 2次下請けが行っている。この関係は縦の系列で、あり，支
配 ・従属の関係で‘ある。もちろん独立の協力会社もあるが，中心的な構造は縦の企業間関係で
ある。したがってアンバンドリングおよび生産委託のような事業行程の解体および横の事業委
託EMSやODMは実現が難しいのである。
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これに対して図表6はGMの構造をイメージしたものであるが，ここでは組立，部品の製
造など自動車生産の事業行程が自社内部で行われている。したがって関係は，縦でもなければ
系列でもない。事業行程はすべて内部化されており 自社の内部構造そのものである O トップ
がアンバンドリングを決断することは容易であり，結果として外部への生産委託はスムーズに
展開される。
以上から明らかなように， 日本では企業グループの構造的特質から，アンバンドリングや生
産委託は難しいが，アメリカ企業ではアンバンドリングや生産委託は比較的容易に展開された
のである。もう少し言及すれば，コスト削減は日本では下請けに転嫁されて行われたが，アメ
リカでは生産委託によって行われたのである。
図表5 日本の自動車メーカーの企業間関係のイメージ
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(出所)池田正考「下併j生産構造と日本的経営Jr日本の科学者J1983年6月号より作成。
図表6 米国の自動車メーカーの企業間関係のイメージ
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3. EMS & ODMとは何か
EMSとは ElectronicsManufacturing Serviceのu硲であり電子機器の受託生産を行うサー
ビスのことである。
自分では生産設備を保有せず(ファブレス fabless，fabrication facility)，製品の設計・開発
や宣伝 ・販売といった自らの得意分町'に経営資源を集中するビジネスモデルであり .近年広が
りを見せている。この生産工程などを主体的に請け負う会社がEMSを行う企業である。 1990
年代から発達した業態であり，製造のアウトソーシングと関連している。EMSを行う企業には，
EMS 専業の他に， EMSとして受託生産を行いながら問機の技術を用いて自社の独自ブラン ド
によ って広く外販する企業もあり，逆に， EMSを受託生産する より部品レベルでは発注する
ことが多い大手電機メーカーなども，他社の生産を請け負う ことが日常的に行われている。
EMSの大手は，比較的.東アジアや東南アジアに偏在している。日本の電子機器メーカーの
ケースでは，海外現地の中小も含めた製造業者や開発メーカーに製造を委託するケースが多い。
ODMとは OriginalDesign Manufacturingのl略であり.相手先ブランドで設計ーから製造ま
でを手掛けるサービスのことである。自社ではフルライン戦略をとらず設計 ・生産委託という
l削除をとる企業である。ここには従来の下請けというイメージではな く，発注先企業を増やし
て規模の経済の利点を活かして利説率を高めていこうという企業である。
図表7は，従来ワンセッ トであったR&D，生産，配送.販売そして補修という事業行程を解
体して得意分町'を残して委託するアンバンドリングと生産委託という関係を図示している。こ
の委託関係で重要なことは，支配 ・従属や下請けという関係ではなく対等の関係というこ とであ
る。コス トを転嫁するのではなく特イヒと規模の経済のメリッ卜を追及した対等の連携である。
図表7 アンバンドリングとは何か
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4. なぜ日本の大企業は ODM，EMSがアジアでできないのか
英国目立は，イギリスのダーラム，ニュートンエイクリフに高速電車の工場を新設し.730 
人の英国人を雇用し，さらにその部品は英国および欧州、|の各地から調達し事業を展開している。
日本からの人員・部品の供給は抑えようとしている。
また英国日産は，英国サンダーランドですでに 6.000人の英国人を現地で採用しているが，
さらに 1.000人の現地雇用を計画している。また自動車部品も日本精工など日本の現地系列会
社とイギリス，欧州、|の現地部品メーカーから調達している。
目立や日産はこのように日本とヨーロッパとの関係においてEMS.ODMのモデルを実践
している。こうした現地雇用，現地部品供給が好感を呼び込んで，高速電車，ロンドンタクシー・
ブラックキャフゃの受注を勝ち取った。しかし，両社は，欧州、|においてODMスタイルの事業を
展開しているが，いまだアジアにまでは展開出来ていない。
それは何故か。その理由は，アジアにクラスターやノウハウがないからである。また加えて!
日立，日産は日本圏内での取引先との企業間関係が強いために.ODMのような対等の連携を
展開できないのである。
そして，それだけではない。それは日本の大企業がアジアの企業を「上から目線」で見てい
るからである。 ODMは，アジアの企業と対等の関係で展開するべきものである。したがって
日本の企業の提携・連携，そうした際の姿勢が間われているのである。
5.日本の中小・零細企業はなぜ日本をすてるのか。
しかしながら，日本の小さな企業，零細企業は，どんどんODM方式でアジアに進出している。
図表8に示したように多くの零細企業が，東アジアで活躍しているのである。これらの
零細企業の特徴を見てみよう。まず資本金規模は最低水準の1.000万円前後である。こう
した企業は身軽にアジアの後発新興国Philipin.Vietnum. Canbojia. Banngradishe. Raos and 
Miyammmerに進出しているのである。しかもアジアで貢献したいという高い使命感を持っ
ている。
一つ企業を紹介しておこう。それはジャパンファームプロダクツである。ここは資本金は5
百万円であり，社長は若干28歳の阿古哲史氏である。同氏はカンボジア・プノンペンで日本
の農産物を高級野菜・果物として上流階級の人に販売し収益を稼ぎながら，他方プノンベンの
郊外で現地住民のために，現地の農民と安全・安心の股.産物作りをしているのである。ここで
はアンバンドリングというよりも，そっくりそのまま移転して事業を展開しているという姿で
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ある。
日本国内や欧米先進国.そして先発新興国においては，すでに既成勢力や大企業にビジネス
や市場を制圧されている。したがって。零細企業は，思い切って後発新興国に進出して活路を
切り開こうとしているのである。
図表8 零細中小企業はなぜ日本を棄てるのか
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7.われわれはどうすべきか
佐賀県佐賀市 9.800万円 電子織器メーカ-Eftングラデジ:"1こ進出
富城県仙台市 1億円 人材紹介業 ミャンマーで営業許可
せんべいのメ一 明幽
愛知県西尾市 1.000万円ム イスラム市場開拓
口一
福島県いわき 351車6.680万婦人服製造小売 ミャンマーでパンツの製造市
自 日本の食料品で時ヲノンベ~-~王子日本からの果物、農産加7
大阪府大阪市 500万円
アジア進出 工品を硲入販売
第 1に， 日本の大企業は.アジアの企業を「上から回線Jで見下すことは止め，彼らと対等
の関係で連携すべきである。アジアの企業との連携 ・提携に際しては.対等の関係で連携する
ということである。両者にメリッ トがあるような連携である。また地域の発展に貢献するよう
な連携提携でなくてはならないということである。
第2に.系列関係にある下請けの中小規模企業は，大企業から独立して行動すべきである。
第3に，下請け企業は，特定の大企業に依存するのではなく，多くの企業と連携 ・提携すべ
きである。そうすればアジアの成長を自らに取り込むことも出来るし自らが自立的に海外に
進出することもできる。また技術力を活かしてベンチャー企業のような活力も持つことができ
るであろう。
第4は，政府や銀行の対応である。アジア企業と連携している中小・零細企業に多大の支援
一一日本企業はなぜ駄目になったのか一一 9 
をすることである。
小規模企業はすでに挑戦的にアジアに進出している。しかしこれらの企業は資金力も弱く，
情報力も弱い。政府や銀行はこうした小規模企業に資金面と情報面でサポートすべきである。
しかし政府や銀行に依存して失敗した企業は多い。依存のし過ぎは避けねばならない。政府・
行政に求められるべきは大幅・大胆な規制改革である。規制改草によって，チャレンジングな
企業が輩出することこそ， 日本経済活性化の鍵を握っていると雷えよう。
